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第３章 東京都における具体的な取組 

 

Ⅰ 施策の方向性 

 

１  家庭と同様の環境における養育の推進 

（１）里親制度の普及、登録家庭数の拡大、委託の促進 

里親等委託率を 37.4%とすることを目指して、都民の里親制度の認知度の

向上を図る普及啓発や、登録家庭数の拡大を図るターゲットを絞った効果的な

広報やリクルート、未委託の登録家庭に対して養育を経験する機会の提供など、

里親等への委託に向けた取組を推進していきます。 

 

（２）里親に対する支援 

里親が、委託児童を養育しやすい社会となるよう、企業に対する広報の充実

など里親制度の認知度を高め、社会全体で里親家庭を支援する意識の醸成を図

る取組や、フォスタリング機関の活用など一貫性・継続性のある里親支援体制

の構築を図ります。 

 

（３）特別養子縁組に関する取組の推進 

家庭養育優先の原則に基づき、永続的解決としての特別養子縁組に関する取

組を推進するため、養子縁組里親への支援の充実、特別養子縁組を前提とした

新生児委託の推進、民間養子縁組あっせん機関との連携などを図ります。 

 

２  施設におけるできる限り良好な家庭的環境の整備 

（１）施設の小規模かつ地域分散化の促進 

施設で生活する児童が「できる限り良好な家庭的環境」で養育されるよう、

引き続き、小規模化・地域分散化に対応する整備を支援するほか、職員の勤務

体制や育成、本体施設による支援等について検討を進めます。 

 

（２）ケアニーズが高い児童に対する専門的なケアの充実 

児童のケアニーズに応じた治療的・専門的ケアの充実を図るため、職員の配

置増や専門職の配置による支援体制を強化するとともに、虐待等による重篤な

症状を持つ児童の行動上の問題や、精神的・心理的問題の改善のための取組を

強化します。 

 

（３）施設の多機能化 

施設において、小規模かつ地域分散化により空いたスペースや、蓄積した支
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援のノウハウを活かし、在宅子育て家庭や里親に対する支援、一時保護した児

童の受入れなどの多機能化・機能転換を推進します。 

 

３  社会的養護のもとで育つ子供たちの自立支援 

施設や養育家庭等で生活する児童の進学や就業に向け、自立のための準備や

課題解決を支援するとともに、進学・就業後も、自立した生活の安定を図るた

め、個々の状況に応じた相談・指導を充実します。 

 

４  児童相談所の体制強化 

（１）児童相談所における人材の確保及び育成 

児童福祉司・児童心理司の更なる増員や職員の負担軽減とともに、経験の浅

い職員に対する指導や研修等の充実を図ります。また、日常的に弁護士に相談

できる体制整備や、児童の治療指導等への医師の活用などの充実を図ります。 

 

（２）中核市・特別区の児童相談所設置に向けた取組 

児童相談所の設置を計画している市区からの派遣研修の受入れや研修の実

施等により、人材育成に協力するとともに、設置に向けた市区との確認作業の

ほか、施設利用の広域調整、情報共有等を図ります。 

 

５  一時保護児童への支援体制の強化 

高まる一時保護の需要に対して、必要な一時保護所の定員を確保するととも

に、一時保護委託を積極的に活用します。また、子供の権利が尊重され、児童

が安心して生活ができるよう、児童の年齢等に応じた個別対応環境の整備を推

進します。 

 

６ 子供・子育て家庭を支えるための取組 

（１）当事者である子供の権利擁護の取組 

子供が意見を表明できる仕組みの効果的な周知を図るとともに、子供の意見

表明を支援する方策として、「子供アドボケイト」の導入に取り組みます。ま

た、児童福祉審議会等を活用した子供の権利擁護の仕組みを構築します。 

 

（２）区市町村の子供・子育て支援体制の構築に向けた取組 

在宅で生活している子供や家庭に対する支援体制を構築するため、相談支援

や支援メニューの充実、保護者に強い育児疲れや不安がある家庭や、不適切な

養育状況にある家庭の児童を養育するショートステイなど、ニーズに応じた支

援体制を構築する区市町村を支援します。 
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Ⅱ 具体的な取組 

 

１ 家庭と同様の環境における養育の推進 

 

（１） 里親制度の普及、登録家庭数の拡大、委託の促進 

 

＜背景と経緯＞ 

〇 平成 28 年の児童福祉法改正により、子供の家庭養育優先原則が明記され

ました。地方公共団体は、子供が家庭において健やかに養育されるよう、保

護者を支援することを原則とした上で、家庭における養育が困難又は適当で

ない場合には、「家庭における養育環境と同様の養育環境」である里親等への

委託を進めることとされています。 

 

○ 平成 29 年 8 月に取りまとめられた「新しい社会的養育ビジョン」では、

3 歳未満については概ね 5 年以内に、それ以外の就学前の児童については概

ね 7 年以内に里親委託率 75％以上を実現し、学童期以降は概ね 10 年以内

を目途に里親委託率 50％以上を実現することとされています。 

 

○ 一方で、個々の児童に対する具体的な措置は、児童相談所における「家庭

養育優先原則」を十分踏まえたアセスメントの結果によって、子供の最善の

利益を確保する観点から行われるものであって、里親等委託率の数値目標達

成のために機械的に行われるべきものではないとされています。 

 

○ また、令和２年度までに、各都道府県において、里親のリクルート及びア

セスメント、里親登録前後及び委託後における里親に対する研修、児童と里

親家庭のマッチング、児童の里親委託中における里親養育への支援、里親委

託措置解除後における支援に至るまでの一連の業務（フォスタリング業務）

の包括的な実施体制を構築することで、里親とチームになり、質の高い里親

養育を実現するとしています。 

 

① 里親制度の普及・登録家庭数の拡大 

 

＜現状と課題＞ 

○ 都は、これまで、区市町村や里親支援機関、施設等と連携して、地域や医

療機関、教育機関、企業向けにポスター等の配布や養育家庭体験発表会の実

施等により、里親制度の理解促進を図ってきましたが、里親制度の内容を知

る都民の割合は、21.4％（令和元年６月～７月 都福祉保健局調査）に留ま
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るなど、里親に対する社会の理解は進んでいません。 

 

（里親制度の内容を知る都民の割合） 

 

 

○ 前述の調査によれば、「里親になってみたい気持ちがある」との回答は 5.1％、

「里親になることに関心はあるが、難しいと思う」との回答は 40.7％でした。

里親の登録数は増加傾向にありますが、伸びは緩やかであり、様々な取組を

通じて、意欲・関心のある都民を里親登録へとつなげていくことが必要です。 

 

〇 また、併せて、里親制度が広く普及しない理由について、74％が、「里親

についての情報が少なく、馴染みがない」と回答しました。地域の中で里親

が養育しやすい社会をつくり、更に里親希望者が申請しやすい環境とするた

めに、里親制度全般に関し、広く周知を行うことも求められます。 

 

○ 都は、養育家庭と養子縁組里親の二重登録を認めていませんが、マッチン

グを待つ間の養子縁組里親は、研修により一定の知識・スキルを習得してい

るにも関わらず、養子縁組里親を社会的養護の担い手として十分活用できて

いません。 

 

○ 養育家庭から移行して開設するファミリーホームの場合、開設時点で受託

児童が４人必要なことなど、開設に係る都独自の基準があるため、ファミリ

ーホームに移行できない養育家庭があります。 

  

（ｎ＝1,360）

（計）

89.4

(%)

21.4

68.0

8.2

2.4

言葉も内容も

知っていた

言葉は聞いたことはあったが、

制度の内容は詳しく知らなかった

知らなかった

（この調査で知った）

無回答

言
葉
を
知
っ
て
い
た
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＜今後の方向性＞ 

○ 都や区市町村、里親支援機関による既存の普及啓発に加え、民間のノウハ

ウも活用しながら、都民の里親制度の認知度の向上を図るための普及啓発を

実施していきます。 

 

○ 調査結果や既登録里親の属性についての分析等を行った上で、広く周知を

図るための広報とリクルートのための広報を戦略的に実施します。 

リクルートのための広報については、フォスタリング機関が中心となって、

ターゲットを絞った効果的なアプローチを行い、登録家庭数の拡大を図ります。 

また、住民に身近な区市町村と連携しながら、学校、保育所、幼稚園、学童

保育、自治会など、地域の様々な機関を通じて、リクルートを推進します。 

 

○ 児童の福祉を最優先とした上で、養子縁組里親を社会的資源として、より

活用できるようにする観点から、里親の認定・登録の在り方を検討します。 

 

○ ファミリーホームへの移行を目指す養育家庭を引き続き支援するとともに、

ファミリーホーム設置基準の見直しについて検討します。 

 

コラム 里親制度の普及啓発 

 「里親」という言葉は知っていても、その内容まで詳しく知っている方は、

まだまだ少ない状況です。都は、里親制度の認知度の向上を図り、意欲・関心

のある都民を里親登録へつなげるための普及啓発を実施しています。 

 

【養育家庭体験発表会】 

都内各区市町村と協力し、各地で養育

家庭（里親）体験発表会を開催し、参加

者は、全体で 3,000 人を超えています。 

さらに、都とワイドコラボ協定を締結

した企業の社員や都職員向けにも開催

し、里親制度の理解の促進とともに、里

親が勤務先で理解され、支援されるよう

意識の醸成を図っています。 

 

【若い世代に向けた広報】 

将来、子供を持つ若い世代に向け、妊娠・出産に加えて、里親という選択肢

があることを説明したパンフレットやホームページにより、里親制度を分かり

やすく解説して、里親への意欲・関心の向上に取り組んでいます。 

写真：養育体験発表会の様子 
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② 里親等委託の促進に向けた取組 

 

＜現状と課題＞ 

○ 都における代替養育を必要とする児童全体に占める里親、ファミリーホー

ムへの委託率（里親等委託率）は、14.3％（平成 30 年度末）に留まってい

ます。 

 

○ 里親等への委託は、親権者の意に反して行うことができませんが、特に乳

幼児の場合など、親権者が「子供に会えなくなる」という印象を持ってしま

い、里親委託に拒否を示すケースもあります。 

   

○ 実親交流に関しては、交流場所の提供や児童の送迎など、乳児院や児童養

護施設の協力を得られるメリットが大きいことから、家庭復帰を前提とした

ケースは施設入所になることが多くなっています。 

また、児童が実親と交流することに抵抗のある里親も存在します。 

 

○ 養育家庭として登録されている家庭のうち、未委託の家庭が約 4 割を占め

ています。 

 

○ ６歳以下を希望する家庭が６割を超える一方、13 歳以上の希望は２割未満

と、養育家庭が受託を希望する児童の年齢は低年齢に偏りがあります。 

 

○ 障害児など特別なケアが必要な児童に対応できる里親が不足しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福祉保健局 

０歳, 7%

１～３歳, 35%

４～６歳, 22%

７～９歳, 13%

１０～１２歳, 10%

１３～１８歳, 13%

（養育家庭が受託を希望する児童の年齢） 
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＜今後の方向性＞ 

○ フォスタリング業務（里親のリクルート及びアセスメント、里親に対する

研修、児童と里親のマッチング、里親への支援）を包括的に民間機関に委託

するフォスタリング機関事業を実施し、里親等委託を推進する体制の強化を

図り、令和 11 年度における里親等委託率（合計）を 37.4%とすることを目

指します。 

 

〇 また、人格形成や情緒面の発達のためには、低年齢ほど特定の大人に対す

る愛着関係の形成が重要であるため、里親等委託の推進にあたっては、乳幼

児のより積極的な委託に向けた取組を検討していきます。 

 

○ 養育家庭の登録数の拡大を図る広報と併せて、養育困難を抱える保護者に

里親制度を正しく理解してもらうための広報も充実させます。 

また、個々のケースにおいても、実親が安心して児童を里親に預けられるよ

う、児童相談所が実親と話し合いを重ねるなど、里親制度の理解を促していき

ます。 

 

○ 家庭復帰を前提としたケースについても里親委託が進むよう、里親委託中

の児童の実親交流に関して、民間機関が児童福祉司の業務を支援する仕組み

を検討します。 

また、里親に対して、研修その他の機会を通じて、親子再統合に向けた実親

支援の重要性を伝え、児童が実親と交流することについての理解を促していき

ます。 

 

○ 未委託の登録家庭に対して、研修や家庭訪問を通じ、養育への理解を促進

するとともに、短期委託や一時保護委託で児童を受け入れる経験、経験豊富

な里親の実際の養育を学ぶインターンシップの実施などにより、スキルアッ

プの機会を提供していきます。 

 

○ 里親委託候補児童には様々な年齢の児童がいることを広く周知するととも

に、高年齢児を希望する里親の効果的なリクルート方法を検討します。 

 

○ 障害児等の専門的ケアを必要とする児童を養育する専門養育家庭のリクル

ートを推進します。 
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＜数値目標＞ 

区 分 直近値 目標 

１ 里親等委託率（３歳未満） 12.8％ 

（平成 30 年度） 

50.5％ 

（令和 11 年度）

２ 里親等委託率（３歳～就学前） 22.9％ 

（平成 30 年度） 

50.5％ 

（令和 11 年度）

３ 里親等委託率（学齢児） 13.3％ 

（平成 30 年度） 

33.6％ 

（令和 11 年度）

４ 里親等委託率（合計） 14.3％ 

（平成 30 年度）

37.4％ 

（令和 11 年度）

 

＜評価のための指標＞ 

区 分 直近値 

１ 里親登録家庭数 824 家庭 （平成 30 年度）

２ 里親委託児童数 463 人 （平成 30 年度）

３ ファミリーホーム設置数 25 ホーム （平成 30 年度）

４ ファミリーホーム委託児童数 107 人 （平成 30 年度）

 

コラム 子供と里親の暮らしを知るサイト「Tokyo 里親ナビ」 

  

都では、これから里親になろうと考えて

いる方や、里親に関心のある方に向けて、

里親に対する理解を深めるホームページ

を開設しています。 

里親をされている様々なご家族を紹介

した「里親 story」・「養子縁組 story」では、

里親になろうと考えたきっかけや、子供を

迎えたときの様子、子育ての様子など、そ

れぞれの家庭の実際のストーリーを語っ

て頂いています。 

また、Q&A やイベント、参考になるホ

ームページの紹介など、里親に関する様々

な情報をまとめています。 

都は、里親等委託の促進に向けた広報を

さらに充実していきます。 

 

https://tokyo-satooyanavi.com/ 
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（２） 里親に対する支援 

 

＜背景と経緯＞ 

○ これまで、都においては、児童相談所を中心に区市町村や乳児院、児童養

護施設、民間団体など関係機関が連携しながら養育家庭を支援してきました。 

 

○ また、児童相談所の業務を補完して、養育家庭の支援を担う「里親支援機

関」の設置や、専門性と地域性を活かした養育家庭の支援を行うための乳児

院と児童養護施設への「里親支援専門相談員」の配置、家事育児援助者の派

遣、学習ボランティアの派遣など、養育家庭に寄り添ったきめ細かな支援を

行ってきました。 

 

○ 平成 28 年 11 月の児童福祉審議会の提言では、養育家庭の中には、社会

的養護の担い手であることへの理解不足により、各機関との連携に消極的で、

養育の困難さや児童の課題を抱え込んでしまう家庭もあるとの指摘がありま

した。 

 

○ 児童福祉審議会の提言を受け、平成 30 年 1 月から、児童相談所をはじめ、

里親支援機関、児童養護施設、乳児院、区市町村の母子保健部門や子供家庭

支援センター等の各関係機関が連携しながら、それぞれの役割に応じた専門

的な支援を行う体制（チーム養育）を整えています。 

 

＜現状と課題＞ 

○ 里親の子育てを支えるためには、地域における支援が重要であるとともに、

共働き家庭が多いことから、企業における理解と支援も必要です。 

企業に対する調査において、「里親を希望する社員を支援するのに、どのよ

うなことがあるといいか」について、「里親制度そのものが、社会的に認知さ

れていること」を挙げた企業が最も多く、47.2％にのぼります（令和元年６

月～７月 都福祉保健局調査）。また、登録されている里親に対する調査にお

いても、89％が「里親制度の周知が不十分」と回答しています（平成 31 年

３月 都福祉保健局調査）。 

 

○ 現行のチーム養育体制には、様々な機関が里親に対して重層的に支援を行

うことのメリットがある一方、里親から見て各機関の役割の違いが分かりに

くいというデメリットもあり、一貫した支援体制が求められます。 

また、関係機関同士の即時性のある情報共有も課題となっています。 
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○ 養育家庭を支える児童相談所の児童福祉司が、異動等によって交替するこ

とは、児童や里親にとって、大きな影響を与える場合があります。児童や里

親と信頼関係を維持し、継続的に支援できる仕組みが求められます。 

 

○ 里親に委託されている児童のうち、里親が児童の特性を理解できず、対応

できない等の理由から、委託を中止する事例（不調事例）も見られることか

ら、丁寧なマッチングや里親の養育力の向上、里親にかかる養育の負担に寄

り添った相談支援が求められます。 

 

○ 里親から、児童相談所の支援が十分に行き届いていない、児童相談所に悩

みを相談しにくいといった意見もあり、児童相談所とは別に、里親の意見を

聴く仕組みが求められています。 

 

＜今後の方向性＞ 

○ 養育家庭に対する社会の理解が深まり、里親が地域及び職場において支援

を受けながら養育できるよう、里親制度の認知度を高めるとともに、地域の

ほか、企業に対する広報を今後さらに広げていき、里親制度に対する都民の

理解促進や、社会全体で里親家庭を支援する意識の醸成を図る取組を推進し

ます。 

 

○ フォスタリング業務（里親のリクルート及びアセスメント、里親に対する

研修、児童と里親のマッチング、里親への支援）を包括的に民間機関に委託

するフォスタリング機関事業のモデル実施を行い、その実施の状況等を踏ま

えて、他の地域における実施の方法等を検討した上で、一貫性・継続性のあ

る里親支援体制の構築を図ります。 

 

○ また、フォスタリング機関が中心となりつつ、各関係機関が役割に応じた

専門的な支援を行い、関係機関が密にコミュニケーションをとりながら、引

き続きチーム養育体制の強化を図っていきます。さらに、将来的にフォスタ

リング業務を担う人材を育成する仕組みについても、モデル実施を行いなが

ら、検討していきます。 

 

○ 不調事例を踏まえ、支援の難しい児童の養育の仕方など、養育力の向上を

図る研修を充実します。また、被措置児童等虐待事例も踏まえ、子供の権利

擁護への理解を深める研修を実施します。 

さらに、民間機関によるフォスタリング業務の実施によって、措置権限を持

たない民間機関が里親の一義的な相談窓口として寄り添い型の支援を行い、不
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調に至る前にニーズを早期に把握していきます。 

 

○ フォスタリング機関による相談支援とともに、子供の最善の利益を守るた

め、第三者が児童や里親などから意見を聴き、調査や助言等を行う新たな仕

組みの構築を検討します。 

 

＜数値目標＞ 

区 分 直近値 目標 

１ フォスタリング機関実施数 
令和２年度から

モデル実施 

全ての都児童相談所 

担当地域で実施 

（令和６年度） 
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コラム オーストラリアにおける里親支援 

2019 年秋、諸外国の優れた取組を学ぶ「国際競争力強化プロジェクト」

の一環で、里親制度をテーマに掲げ、オーストラリアを訪れました。 
 

オーストラリアは、先進諸国の中で最も里親委託率が高く、里親子への支援

が充実している国です。また、里親に対する支援を民間機関が担っている部分

が多く、都がモデル実施するフォスタリング機関事業に近い取組を行っていま

す。今後の施策の参考とするため、里親支援を行っている複数の民間里親支援

機関を訪問し、支援の方法や考え方を伺いました。 
 

まず、どの機関にも共通していたこと

は、里親に対する一貫した支援体制で

す。特にニューサウスウェールズ州で

は、里親のリクルートから研修、認定、

委託後のケースマネジメントまでを支

援機関が包括的に担います。その体制の

下、里親からの相談や悩みに対して手厚

いサポートを行っています。  

例えば、ある機関では 24 時間 365

日電話相談に応じ、場合によっては夜間

でも里親宅に訪問するといった取組を行

っています。別の機関では、医療的ケア

が必要な児童を養育する里親へ、実践的

な研修を行っています。どの機関も、リクルートから委託まで、里親子に寄り

添って支援していく考え方を持っていました。 

また、実家庭や一般の里親宅では養育の難しい児童を、特別な専業里親の下

で育てる仕組みも活用していました。アメリカ発祥の TFCO（Treatment 
Foster Care Oregon）というプログラムです。TFCO は、所定のプログラム

に基づき、複数の専門家がチームを組んで、里親による養育と児童を全面的に

サポートします。１年未満の集中的な行動改善プログラムを行うことにより、

短い期間で、元の家庭やより長期的な養育が可能な家庭へ帰すことができる仕

組みです。どのようなニーズがある児童であっても、家庭で養育するための仕

組みづくりに力を入れている方針が見えました。 
 

オーストラリアには、日本のような児童養護施設がないため、養育の難しい

児童も里親へ委託せざるを得ないという状況があります。そのため、不調ケー

スや措置変更が多いという課題がありますが、親族への委託や里親による養育

へのサポートなど、様々な取組によって家庭的な環境で児童を養育する体制を

整えています。 

こうした取組を参考に、都においても、子供の最善の利益を確保する観点か

ら、里親等委託の促進に向け、効果的で実現可能な仕組みを検討していきます。

 

写真：民間里親支援機関 key assets にて

（ニューサウスウェールズ州） 
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（３） 特別養子縁組に関する取組の推進について 

 

＜背景と経緯＞ 

○ 平成 28 年の児童福祉法改正により、それまで厚生労働省令で規定されて

いた養子縁組里親が、法律の条文において規定され、研修の義務化等が図ら

れたことに加え、養子縁組成立後の支援も含めた養子縁組に関する相談・支

援が都道府県（児童相談所）の業務として位置付けられました。 

 

○ 「新しい社会的養育ビジョン」では、実家庭で養育ができない児童や、家

庭復帰に向けた努力をしても実親の家庭に戻ることが困難な代替養育を受け

ている児童の場合、家庭養育原則に基づき、永続的解決（パーマネンシー保

障）としての特別養子縁組は有力、有効な選択肢として考えるべきであると

されています。 

 

○ 都は、平成 29 年度から、家庭で適切な養育を受けられない新生児を対象

として、養子縁組が最善と判断した場合に、できる限り早期に特別養子縁組

ができるよう、乳児院において、養子縁組里親への委託に向けた研修や交流

支援、委託後のフォロー等を行う事業を開始しました。 

 

○ 平成 30 年４月、民間あっせん機関による養子縁組のあっせんに係る児童

の保護等に関する法律が施行され、養子縁組あっせん事業を行う者について

許可制度が導入されるとともに、国内縁組優先の原則が明確となりました。

都は、法律に基づき、民間あっせん機関に対する許可や指導を行っています。 

 

○ 令和元年６月の民法等の一部を改正する法律の成立で、特別養子縁組の対

象年齢が原則６歳未満から原則 15 歳未満に引き上げられ、審判に二段階手

続が導入されることとなりました。 

 

＜現状と課題＞ 

○ 養子縁組里親に対しては、委託から縁組成立までは、養育家庭とほぼ同様

の支援を行っています。児童の発達途上からの養育という特性に伴う相談は

養育家庭と同様であり、委託前の交流期間中や縁組成立後も含め、継続した

支援が求められます。 

 

〇 児童福祉法改正により都道府県業務として規定された、縁組成立後の実親

への支援やルーツ探しを望む養子への支援等については、各児童相談所で十
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分なノウハウが蓄積されておらず、都として方針を検討する必要があります。 

 

○ 家庭で適切な養育を受けられない新生児を対象として、早期に養子縁組里

親への委託を目指す事案において、同時期に複数の新生児が候補となったた

め、新生児のうちに委託につながらなかったケースも生じています。 

 

○ 民間あっせん機関は、都道府県を越えて養子縁組のあっせんを行っていま

す。児童相談所では、養親希望者が民間あっせん機関からあっせんを受けた

場合、区市町村経由で同居届の提出を受け、試験養育中に訪問調査などを行

っていますが、都外に住所を有する児童の縁組をあっせんされたケースや、

遠方の民間あっせん機関を利用しているケースについては、状況に応じて、

行政機関同士の連携も必要です。 

 

○ 民間あっせん機関と児童相談所は、子供の最善の利益を確保する観点から、

養親希望者と児童のマッチングやマッチング後の支援等に関して、相互に連

携を図ることが求められます。 

 

○ 令和元年の民法改正により、新たに特別養子縁組が可能となる年齢の児童

のケースについて、児童の実親に対する説明を含め、適切な対応が求められ

ます。また、特別養子縁組の審判における第一段階の手続きについては、児

童相談所長による申立て等が可能になることから、ケースに応じて適切に関

与することが求められます。 

 

＜今後の方向性＞ 

○ 交流期間中の養子縁組里親への支援を充実させ、委託に向けた交流を促進

していくとともに、縁組成立後の養親からの真実告知に関する相談等に対応

するための体制の充実を図ります。 

 

○ 縁組成立後の実親への支援や実親子の交流、生い立ちに関する情報の養子

への提供の在り方等について、検討します。 

 

○ 養子縁組が最善と判断した場合、できる限り新生児のうちに委託を進めら

れるよう、ニーズに対応できる体制を整備し、一層の推進を図ります。 

 

○ 養親希望者が民間あっせん機関から養子縁組をあっせんされたケースにつ

いては、児童が都外に住所を有していた場合も適切な支援が行われるよう、
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必要に応じて他の道府県とも連携を図ります。 

 

○ 試験養育中の訪問調査により養親希望者が民間あっせん機関から十分な支

援を受けられていないことを把握した場合には、必要に応じて地域の支援に

つなげるほか、民間あっせん機関に対する指導等を行います。 

 

○ 都は、都内の民間あっせん機関と定期的に会議を開催するなどして、養親

希望者と児童の支援等に関して、連携を図ります。 

マッチングに関しては、都と民間あっせん機関がそれぞれに登録する養子縁

組里親・養親希望者の中で適当な候補家庭を見つけられない場合、里親登録の

有無や、都内在住であるか否かに関わらず、相互に養親希望者及び養子候補者

となる児童を紹介しあう仕組みを構築し、養子縁組成立に向けた連携を図りま

す。 

マッチング後の支援に関しては、養親希望者等に対する支援の充実に向けて

情報共有や意見交換を行うとともに、民間あっせん機関と区市町村との連携の

促進を図ります。 

 

○ 令和２年 4 月から施行される改正民法を踏まえて、特別養子縁組制度の活

用の在り方や里親の認定・登録の在り方を検討するとともに、家事事件手続

法の改正を踏まえて、審理への児童相談所の関与の在り方を検討します。 

 

＜評価のための指標＞ 

区 分 直近値 

１ 養子縁組里親の登録家庭数 270 家庭 （平成 30 年度）

２ 養子縁組里親への委託児童数 31 人 （平成 30 年度）
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２ 施設におけるできる限り良好な家庭的環境の整備 

 

（１） 施設の小規模かつ地域分散化の促進 

 

＜背景と経緯＞ 

○ 平成 28 年の改正児童福祉法では、家庭養育優先原則を進める上で、児童

を家庭において養育することが困難、又は適当でない場合にあっても、児童

が「できる限り良好な家庭的環境」において養育されるよう、施設は小規模

かつ地域の中に分散して設置することが求められています。 

 

○ 都は、国に先駆け、施設分園型グループホームを創設したほか、グループ

ホーム支援員の配置経費の補助等を行い、施設から独立し、家庭的な環境の

もと、地域社会の中で児童を養護するグループホームの設置を推進してきま

した。 

 

＜現状と課題＞ 

○ 児童養護施設においては、平成 31 年 2 月時点で、定員 6 名のグループホ

ームが児童養護施設定員全体の約 30％、本体施設における定員 8 名以下の

ユニットケアが全体の約 40％であり、これらを合わせた小規模化の状況とし

ては、全体の約 70％まで進んでいます。 

 

○ 乳児院においては、平成 31 年 4 月末時点で、定員４～６名の小規模ユニ

ットが約 50%となっており、小規模化が進んでいます。 

 

○ グループホームとして活用可能な、６名の児童の居室と職員室を確保でき

る広さを有する賃貸物件を、都内で見つけることが困難な状況にあります。

また、現行の職員配置基準では、宿直を含めた勤務ローテーションを組むこ

とが困難になっています。 

 

○ ケアニーズが高い児童の養育を担うベテラン職員を本体施設に配置する必

要から、若手職員がグループホームにおける運営の中心となり、若手職員の

育成、フォローが課題となっています。 

 

○ 「新しい社会的養育ビジョン」においては、施設に入所する児童に対して

できる限り良好な家庭的環境において養育されるよう、原則として概ね 10

年以内を目途に、全ての施設における生活単位について児童最大 6 名の小規

模化・地域分散化、常時２人以上の職員配置の実現を求めています。 
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○ 都立児童養護施設においては、その公的な役割を果たす中でケアニーズが

高い児童の割合が増加しており、現行の職員配置基準及び１ユニット定員（８

名）では児童の特性に応じた支援が困難になってきています。 

また、一部のグループホームは、通常６名定員であるところ、８名定員で運

用しており、本体施設及びグループホームにおける生活単位の小規模化を進め

る必要があります。 

 

○ 地域分散化の促進によって、児童が本体施設からグループホームに移り、

転校が必要な場合、児童の特性等について学校等との共有や連携が必要にな

る場合があります。 

 

○ 乳児院においては、特に職員配置の少ない夜間を中心に、授乳や呼吸確認

などの業務や、緊急を要する乳児の一時保護委託の受入を行う必要があるこ

とから、小規模での養育を実施するためには、職員の配置増とともに、職員

一人ひとりが高いスキルを習得することが必要です。 

 

＜今後の方向性＞ 

○ 施設における家庭的な環境での養育をさらに進めるため、引き続き、小規

模化・地域分散化に対応するグループホームの設置を支援します。 

 

〇 また、施設の改築等に当たっては、小規模かつ地域分散化された施設の運

営における課題や、地域社会との良好な関係性の構築、本体施設による支援

の仕組みについて検討します。 

 

○ グループホームについては、大都市の住宅事情に合わせた定員の設定とと

もに、複数職員による勤務体制確保への支援を検討します。 

 

○ グループホームに勤務する若手職員が孤立することのないよう、本体施設

がグループホームの状況を適切に把握し、必要に応じて支援する体制の構築

や、施設長や基幹的職員のスーパーバイズ、若手職員が中堅職員となり基幹

的職員に至るまでの職員育成、キャリアアップのための取組を推進します。 

また、施設における職員育成の具体的な取組として、職員自身が将来を見通

すことのできるキャリアパスの構築を目指し、職員の専門性の向上やリーダー

職員の育成を進めるための研修を充実していきます。 

 

○ 都立児童養護施設においても、将来の代替養育を必要とする児童数を踏ま

えながら、できる限り良好な家庭的環境（小規模化・地域分散化）の整備を
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計画的・段階的に進めていくとともに、本体施設及びグループホームの定員

の見直しを図っていきます。 

 

○ グループホームで生活する児童の特性等を、児童の通う学校と十分に共有

し、引き続き連携できる体制を整えていきます。 

 

○ 乳児院において、小規模グループケアユニットにおける複数勤務体制への

支援を検討するほか、職員のスキル向上を支援していきます。 

 

コラム 地域社会とともに生活するグループホーム  

東大和市にある児童養護施設「れんげ学園」では、これまでに、東大和市

内及び隣接する武蔵村山市に３つのグループホーム(ＧＨ)を開設しました。武

蔵村山市のＧＨは、施設不在自治体にＧＨを設置する都のモデル事業「サテ

ライト型児童養護施設」として設置され、開設に当たっては様々な困難があ

りました。開設までの苦労や生活の様子、これからの課題を取材しました。 
 

【グループホームができるまで】 

 ＧＨの開設には、６名の児童と職員が生活できる大きな住宅が必要です。

賃貸物件では難しく、このＧＨは、施設職員の知り合いの土地所有者のご理

解を頂き、所有者が建てた住宅を借りることができました。 

 それ以上に苦労したのは、地域の理解を得ることでした。市内には児童養

護施設がないため、地域住民は、ＧＨがどのような施設なのか理解できず不

安感があり、また、市においても、児童の住民票の異動や事業所の扱いなど

の前例がなく、地域住民や市の理解を得るのに時間がかかりました。 
 

【児童の自立には最高の環境】 

それまで児童養護施設本園で生活していた児童にとって、ＧＨでの生活は、

すべてが社会勉強です。スーパーで食材等の買い物をし、料理も交代で手伝

うほか、自治会のお祭りへの参加や回覧板の回付などの地域活動も行います。

これらの経験は、社会に出たとき、自立して生きる力になるはずです。 
 

【若手職員の悩みに対する支援】 

課題は、若手職員が一人で支援する場面が多

く、職員に悩みや自信喪失が生じやすいこと。

被虐待など、個別的なケアが必要な児童が増え

る中で、生活リズムを守りながら、予想外の出

来事にも対応できるよう、職員をフォローする

体制が重要との話がありました。 

都は、施設に入所する児童ができる限り良好な家庭的環境で生活できるよ

う、グループホームの設置を引き続き支援していきます。 

写真：ＧＨ内のようす 
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（２） ケアニーズが高い児童に対する専門的なケアの充実 

 

＜背景と経緯＞ 

○ 特に困難な課題を抱え、ケアニーズが非常に高い児童に対しては、心理職

や医師、看護師などの多様な専門職が即時に対応できる高機能化を行うこと

が求められます。その場合、十分なケアが可能になるように、できるだけ少

人数（将来的には４人まで）の生活単位とし、その生活単位も概ね４単位程

度までとすることが国から求められます。 

 

〇 都はこれまで、国基準を上回る職員配置や知的障害等の個別的な援助が必

要な児童のケアなどを行う施設への支援や、児童への専門的なケアを充実す

るため、精神科医と心理職員を配置する「専門機能強化型児童養護施設」に

対する支援を行ってきました。 

 

＜現状と課題＞ 

○ 児童養護施設において、情緒面・行動面で重い問題を抱える児童や、医療

が必要な児童、愛着障害や発達障害などを同時に抱える児童などケアニーズ

が高い児童が増加しています。 

また、児童自立支援施設においても、被虐待経験や発達障害等により、特別

な支援を必要とする児童が増加しています。 

 

○ 問題を抱える児童に対する治療的・専門的ケアが実施できる体制を整備し、

児童の自立を促進する専門機能強化型児童養護施設制度の充実や、さらに重

篤な問題や症状を有する児童に対する高度なケアを行うことができる体制等

の検討が求められています。 

 

○ 乳児院においては、疾患・障害等がある児童の割合が増加しています。さ

らに、発達とともに行動面に問題が現れる児童も存在します。 

また、小児医療の進歩とともに高まる医療的ケアへの対応も求められます。 

 

○ 施設職員には、児童の抱える問題に対する支援を行うケアワーカーの役割

とともに、児童と家族のニーズを踏まえ、将来的な自立や家庭養護への移行

を見据えた調整を行うソーシャルワーカーの役割が求められますが、日常生

活の支援や介助に係る業務が負担となっています。 

 

○ 都立児童養護施設においては、情緒面・行動面の問題を抱える中高生など

ケアニーズが高い児童を確実に受け入れるという公的な役割（セーフティネ
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ット）が求められます。また、都立児童養護施設の児童居室は原則２人部屋

となっていますが、ケアニーズが高い児童やプライバシーへの配慮を要する

中高生の増加への対応が求められます。 

 

○ 都立石神井学園において、平成 27 年度から虐待等による重篤な症状を持

つ児童に対して、生活支援・医療・教育を同じ敷地の中で一体的に提供する

取組（連携型専門ケア機能モデル事業）を実施しています。 

 

＜今後の方向性＞ 

○ 施設で養育が必要な児童を確実に受け入れられるよう定員数を確保すると

ともに、児童のケアニーズに応じた治療的・専門的ケアの充実を図るため、

職員の配置増や、医師や心理士などの専門職の配置による支援体制の強化を

推進します。 

また、行動上の問題等のある児童に対する専門性の高いケアを行う人材の育

成を支援します。 

 

○ ケアニーズが高い児童に適切に対応できるよう、被措置児童等虐待事例等

を踏まえ、施設職員に対して、子供の権利擁護への理解を深める研修を実施

します。 

 

○ 個別ケアに対する加算等を行い、全ての児童養護施設が「専門機能強化型

児童養護施設」の指定要件を備えるよう、引き続き施設に働きかけていきま

す。 

また、本体施設を少人数（将来的には４人まで）の生活単位で、概ね４単位

で運営することについては、職員配置など施設運営における課題を検討してい

きます。 

 

○ 乳児院においては、医師や心理士などの専門職の配置や、看護師等の職員

の配置増により、ケアニーズが高い児童や、常時医療・看護が必要な病虚弱

児を受け入れるための体制の確保を推進します。 

また、措置した児童の家庭復帰、里親や児童養護施設等への措置変更を見据

え、児童のアセスメントや関係機関との調整を推進します。 

 

○ 児童指導員等の業務を補助する者を雇い上げることにより、生活の支援に

要する業務負担を軽減し、児童に対する支援や、治療の評価や選択、将来を

見据えた計画の作成、関係機関との調整などの業務に十分に取り組めるよう

支援します。 
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○ 都立児童養護施設は、引き続き公的な役割（セーフティネット）を担うた

め、それぞれの地理的な条件等を活かしながら、職員の配置増などにより支

援体制を強化します。 

また、老朽化した施設の改築・改修等に併せて、居室の個室化やクールダウ

ンスペースの設置など、ケアニーズの高い児童や中高生へのケアを充実するた

めの環境を整備します。 

  

○ 連携型専門ケア機能モデル事業においては、生活・医療・教育部門が連携

して一体となって専門的ケアに取り組んできたことを踏まえ、児童が抱える

課題の改善状況など検証を行った上で、本事業の在り方を検討していきます。 

 

（３） 施設の多機能化 

 

＜背景と経緯＞ 

○ 社会的養育を充実・強化するための地域社会における貴重な資源として、

施設には、在宅子育て家庭や里親への支援、一時保護した児童の受入れなど

の多機能化・機能転換も求められます。 

 

○ 特に、乳児院には、受け入れた児童のケアに向けたアセスメントや、家庭

への早期復帰に向けた相談・支援、里親委託準備に加え、一時保護した乳児

を緊急に受け入れるセーフティネットの役割など多様な機能が求められます。 

 

＜現状と課題＞ 

○ 都は、里親の委託推進や地域で生活する里親子の支援などを行うため、施

設に里親支援専門相談員を配置していますが、地域の里親に対する支援の需

要は高まっています。 

 

○ 一時保護所の入所状況のひっ迫とともに、施設への一時保護委託の需要が

高まっています。 

 

○ 施設には入所機能のみならず、在宅子育て家庭のニーズを踏まえた新たな

機能や役割を担うことが求められています。 

 

＜今後の方向性＞ 

○ 里親子に対する安定的な支援の実施に向け、里親支援専門相談員等の配置

とともに、フォスタリング機関による包括的な支援体制を踏まえながら、支

援の充実に向けた方策を検討します。 
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○ 一時保護委託の受入れに関する課題（受入体制、入所児童への影響、児童

相談所との連携の仕組み）を整理した上で、更なる受入れを目指していきま

す。 

 

○ 児童の里親等への委託の推進や、施設の小規模化・地域分散化により空い

たスペースを用いて、施設がこれまで豊富な経験により培ってきたノウハウ

を活かし、家庭での適切な養育が一時的に困難になった児童を預かる取組（シ

ョートステイ等）を実施するなど、施設の多機能化を推進します。 

 

＜評価のための指標＞ 

区 分 直近値 

１ グループホームの定員数 910 人 （平成 30 年度）

２ 児童養護施設定員に占める 

グループホームの割合 
28.3％ （平成 30 年度）

３ 児童養護施設定員に占める 

定員８名以下のユニットの割合 
    43.0％ （平成 30 年度）

４ 乳児院定員に占める 

小規模ユニットの割合 
47.0％ （平成 30 年度）

５ 児童養護施設入所児童のうち 

個別的ケアが必要な児童の割合 
73.7％ （平成 30 年度）
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コラム 乳児院における親子支援 

乳児院は、何らかの事情で実親による養育が困難になり保護された、主に０

～２歳児の乳幼児を受け入れ、安定した生活を支援する施設として、貴重な役

割を果たしています。近年、児童の生活支援の役割だけでなく、親子関係や児

童のケア、里親委託に向けた準備、家庭復帰に向けた親子関係の再構築といっ

た、親子支援に関する様々な重要な役割も求められています。実際の様子を伺

うため、中野区にある「聖オディリアホーム乳児院」を訪ねました。 
 

【子供たちが大人を信頼できるように】 

虐待やネグレクトなどの不適切な養育を受けた乳幼児の中には、泣いて発信

することができない児もいるそうです。まずは、「イヤだ」と表現すること、

それを受ける大人が常にいることが重要です。そのために、それぞれの子供に

母親のような存在としての担当職員、３～４人のグループに父親のような存在

としての職員、さらに、ユニットには祖父・祖母のような存在としての職員を

配置し、担当若しくはグループ職員のいずれかができるだけ勤務できるような

体制を組み、大人を信頼できるような環境を整えています。 
 

【家庭と同じ家事・育児のしかた】 

乳児院で暮らす子供の多くは、家庭に戻

ります。また、乳児院を退所して里親の家

で生活する子供もいます。家庭での日常生

活をできるだけ、自然な形で体験して欲し

いと、施設職員がごはんを一緒に食べる、

お風呂に一緒に裸になって入る、洗濯物を

たたむところを見せるなど、親子と同じ生

活をする工夫をしています。 
 

【児童の変化・成長を家庭に引き継ぐこと】 

子供たちは、乳児院での生活の中で、様々な変化を見せます。親子が分離さ

れている間、両親にはその変化が見えません。親が子供の変化・成長を理解す

ることは、家庭復帰する親子関係の修復にとって大切で、不適切な養育の再発

防止にもつながります。そのため、家庭復帰するまで、保護者との面会を繰り

返し行い、児童の様子を引き継ぐことに力を入れています。 
 

こうした取組のほか、一時的に養育が困難となった家庭の児童を受け入れる

ショートステイや、病後児保育、地域に開かれた子育てひろばなど、乳児院に

は様々な機能を備える施設としての役割も求められています。 

都は、乳児院における専門的なケアの充実と多機能化を支援していきます。

 

写真：子供たちの部屋のようす 
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３ 社会的養護のもとで育つ子供たちの自立支援 

 

＜背景と経緯＞ 

○ 社会的養護のもとで育つ児童が、自らの意思で希望する未来を切り拓いて

いけるよう、都は、児童養護施設入所中の学習・進学支援、就労に向けた支

援、社会的スキル獲得のための支援、施設退所後の継続的な相談支援など、

様々な取組を行っています。 

 

○ 児童養護施設に入所している児童や退所した児童の自立に向けて、都は、

平成 24 年度から順次、各児童養護施設に「自立支援コーディネーター」を

配置して、入所児童の進学や就職に向けた準備から退所後の継続的な支援等

までを行っています。 

 

○ 不良行為や家庭環境等の理由により生活指導等を要する児童の自立を支援

するため、「児童自立支援施設」を２か所設置し、個々の児童の状況に応じて

必要な指導を行うとともに、入所中に構築した職員と児童との間の信頼関係

を活かして、退所後の生活の安定や自立を支援するためのアフターケアを実

施しています。 

 

○ 義務教育終了後、就労して自立を目指す児童養護施設の退所児童等に対し

て、共同生活の中で、日常生活上の援助や生活指導等を行い、自立を目指す

「自立援助ホーム」を設置しています（平成 31 年 4 月現在 18 か所（「子ど

もシェルター」を除く。））。 

また、全ての自立援助ホームに「ジョブ・トレーナー」を配置し、入居中又

は退居した児童の就労定着のための支援を実施しています。 

 

○ 児童養護施設退所者及び退所予定者等に、社会に出て自立するために必要

な知識の提供や就職活動に係る実践的なスキルの習得を支援するとともに、

働きやすい職場の開拓や就職後の職場訪問等を行う「児童養護施設退所者等

の就業支援事業」を実施し、退所後の自立と就業を支援しています。 

  

○ 施設退所後に就労や生活の悩みなどを相談でき、同じ悩みを抱える者同士

が集える場所として「ふらっとホーム」を都内２か所に開設しています。 
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＜現状と課題＞ 

○ 自立支援コーディネーターは、令和２年３月現在、5４か所の児童養護施設

に１名以上配置していますが、施設内の支援対象者が増え、１名の配置では

十分に支援が回らない施設も見受けられます。 

 

○ 都内の施設退所者の高校卒業後の大学等への進学率は、約 40％と全国に比

べて高い水準となっていますが、全高校生の進学率（約 70％）と比較すると

低い水準となっています。 

 

○ 進学した高等学校等の中途退学率は、児童養護施設退所者では約 18％、児

童自立支援施設では約 32％となっており、全世帯（1.3％）と比べて、極め

て高い水準となっています。 

 

○ 児童養護施設や養育家庭で生活している高校生には部活動に必要な経費や

学習塾に要する費用への支援が十分ではなく、支援の充実が必要です。 

 

○ 既に離職している方の、施設退所後に就業した最初の仕事の在職期間につ

いて、１年未満の割合が 50.8％となっている状況を踏まえ、施設入所中から

の就業に向けた準備や、就業後の継続的な支援をさらに強化する必要があり

ます。 

 

○ 自立援助ホームにおいては、現行の国の職員配置基準では、宿直を含めた

勤務ローテーションを組むことが困難になっています。 

また、ジョブ・トレーナーは指導員等と兼務している状況が多いため、就労

定着に向けた支援を行える日や時間が限られており、臨機応変な対応が困難な

場合があります。 

 

○ 養育家庭においては、委託児童の自立に向けた情報提供や自立後の支援が

不足しており、施設入所中の児童と同様、自立に向けた支援の充実が必要で

す。 

 

○ 様々な困難な課題（経済的困難、障害、非行、家族の不在等）を複合的に

抱える児童養護施設退所者等の自立には、福祉分野のみならず、教育・就労・

住宅政策など各分野の関係機関が関わる必要があります。 
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＜今後の方向性＞ 

○ 児童養護施設に入所中の児童の退所後の生活や進学、就労に向けた自立支

援を推進するため、都外一部委託施設を除く全ての児童養護施設における自

立支援コーディネーターの配置、支援対象者・回数の多い施設においては、

複数職員の配置を目指すとともに、支援の強化を検討します。 

 

○ 自立支援コーディネーターを介し、大学等への進学を希望する施設入所中

の児童に対する奨学金等、進学に有用な情報の提供や、入学後も安心して学

びを続けるための大学等への支援の引継ぎなど、一人ひとりの進学に当たっ

ての課題解決に向けた取組を推進していきます。 

 

○ 高等学校等に進学した児童自立支援施設退所者等に対して、児童自立支援

施設職員によるアフターケアの充実や、児童自立支援施設提携型グループホ

ームとの連携により、退所後の生活の安定を図っていきます。また、都立高

校等に派遣される自立支援チームを活用し、中途退学の未然防止、不登校生

徒への支援等により、高校生活の安定を図っていきます。 

 

○ 高等学校に在学中の児童の生活にかかる経費の実態を踏まえ、学習支援を

充実します。 

 

○ 就職を希望する施設退所者及び退所予定者に対して、職場体験や研修等に

より本人が希望する職業への就業を支援します。また、就業後に生じた悩み

や課題の解決に向け、個々の状況に応じて支援、指導していきます。 

 

○ 自立援助ホームにおける職員配置基準の改善を国に提案要求していくとと

もに、自立援助ホームに入居中または退居した児童に対して、就業から定着

まで手厚く支援できるよう、各ホームに配置したジョブ・トレーナーの活動

の充実を図ります。 

 

○ 里親委託児童向けの自立支援に関する情報提供を充実するとともに、自立

に向けた里親及び委託児童に対する相談体制を強化していきます。 

 

○ 複合的な困難を抱える児童養護施設等退所者に対して、居住、就労、進学

等への支援を確実に行うため、障害福祉や医療、生活困窮者支援などの各種

公的サービスの周知、公的サービスや法的な支援の活用、関係機関との円滑

な連携を推進します。 
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＜評価のための指標＞ 

区 分 直近値 

１ ジョブ・トレーナーによる 

支援を受けた児童数 
512 人 （平成 30 年度）

２ 自立支援コーディネーターによる 

支援を受けた児童数 
2,041 人 （平成 30 年度）

 

コラム 自立支援コーディネーターに期待される役割 

都は、児童養護施設で生活する児童の日々のケアから、進学・就労・一人暮

らしに向けた準備、施設退所後のアフターケアまで総合的な自立支援をサポー

トする「自立支援コーディネーター」を、５４施設（令和２年３月現在）に配

置しています。コーディネーターの役割や実際の支援の様子を伺うため、小平

市にある児童養護施設「二葉むさしが丘学園」を訪ねました。 
 

【児童・職員とともに将来を描く】 

進路選択が近づく中学３年生、高校 2～３年生のときに面談を行い、児童に

はもちろん、担当する職員にも将来を意識してもらいます。面談では、将来の

希望を伝えられる児童もいれば、なかなか言葉にできない児童もいます。コー

ディネーターは、児童の特長や得意分野を引き出し、児童と担当職員がじっく

り話しあって将来を描くためのサポート役となります。 
 

【自立に向けて、様々な体験を】 

将来何がやりたいのか、できるのか、まだイメージがはっきりしていない児

童にはさまざまな社会体験が重要です。地域の農家や、大学、商工会、動物病

院など、様々な事業者に協力してもらい、幅広い社会体験が提供できるようコ

ーディネーターは受入先を開拓し、児童と地域をつなぐ役割を担っています。

 

【退所後もつながり続けるアフターケア】 

退所後の準備を万端にしても、実際、

一人で生活してみて直面する課題は多い

ようです。困ったらすぐに相談できるよ

う、新たにスマートフォンを導入し、LINE

でも連絡を取れるようにしました。「何か

あったら、すぐに助けてくれる。安心で

きる」という退所者の声があるそうです。 

 

児童への支援や地域・関係機関との連携のほか、アフターケアや急な相談へ

の対応など、コーディネーターの役割も増えるとともに、対象者も増え、業務

は年々増しています。都は、更なるコーディネーターの配置を目指すとともに、

支援の強化を検討します。 

 

写真：コーディネーターの鈴木さん（左）

            竹村さん（右）
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４  児童相談所の体制強化 

 

（１） 児童相談所における人材の確保及び育成 

 

＜背景と経緯＞ 

○ 児童相談所は、虐待や非行、障害相談など、あらゆる相談に対応するとと

もに、一時保護や施設入所、里親委託等の法的対応、情緒的課題を抱えた児

童へのケア、親子関係の修復を行い、家庭へ復帰させる取組を行っています。 

 

○ これまで都は、児童福祉司や児童心理司を増員するとともに、専門職を配

置するなど、児童相談所の相談支援体制を強化してきました。 

 

○ 都の児童相談所における相談件数は、平成 30 年度 41,512 件であり、過

去最多となっています。特に、虐待に関する相談の増加が顕著であるほか、

平成 30 年３月には、都内で虐待により幼い命が奪われる痛ましい事件も発

生しており、児童虐待の防止に向けた取組が急務となっています。 

 

○ 平成 30 年９月、都は、児童相談体制強化に向けた取組として、児童福祉

司・児童心理司の緊急増員などを盛り込んだ「児童相談体制の強化に向けた

緊急対策」をとりまとめました。 

 

○ 国においては、平成 30 年 12 月に発表した「児童虐待防止対策体制総合

強化プラン」において、令和 4 年度までに、人口３万人に対して１人以上の

児童福祉司の配置、児童福祉司２人に対して１人の児童心理司の配置への見

直しを決めるとともに、児童相談所における法的対応体制の強化を進めてい

くこととしています。 

 

＜現状と課題＞ 

○ 上記プランに基づき、平成 31 年４月現在、令和４年度までに満たすべき、

政令に基づく配置基準に対して、児童福祉司が約 180 人、児童心理司が約

110 人不足（次表「児童福祉司・児童心理司の配置基準」参照）しています。 

 

〇 児童相談所の虐待相談受理件数は、５年前に比べて３倍に増加（P.13 グ

ラフ「児童相談所の相談受理状況」参照）し、児童福祉司１人当たりの虐待

相談受理件数は年々増加（P.13 グラフ「児童福祉司一人当たり相談件数」

参照）しています。児童虐待の対応力を更に強化するため、人材の確保とと

もに、業務の負担軽減を図る必要があります。 
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（児童福祉司・児童心理司の配置基準） 

 

 
○2022 年(令和４年)度の政令基準数は、2018 年(平成 30 年)度の児童人口・相談件数に基づき計算 

○2022 年(令和４年)度の政令基準数は、2020 年(令和２年)度に児童相談所を設置する、世田谷区、荒川区、

江戸川区の人口を除外し計算 

 

○ 経験年数２年以下の職員が、児童福祉司・児童心理司ともに約５割となる

など、経験が浅い職員が増加している中、複雑で判断の難しい事例が増えて

おり、スーパーバイザー・基幹的職員の役割が重要になっています。 

 

○ 困難な虐待事例における法律上の問題に的確に対応することが求められる

ことから、各児童相談所に配置する非常勤弁護士や登録された協力弁護士が、

法的な見地から助言・指導を行うほか、必要に応じて、対外的な対応等も行

っています。 

 

○ 虐待を受けた児童や不登校の児童等が抱える課題の治療指導や、虐待が疑

われる外傷等についての法医学等の見地からの意見・診断など、医師による

専門的な支援を行っています。 

 

○ 虐待による死亡事例等の未然防止、再発防止に向け、「児童虐待死亡事例等

検証部会」による検証結果を、児童相談所の対応等に生かす必要があります。 

 

○ 養育家庭を支える児童相談所の児童福祉司が、異動等によって交替するこ

とは、児童や里親にとって、大きな影響を与える場合があります。児童や里

親と信頼関係を維持し、継続的に支援できる仕組みが求められます。〔再掲〕 

年度（4月1日時点）
2016

(平成28年)
2017

(平成29年)
2018

(平成30年)
2019

(平成31年)
2022

(令和４年)

児童
福祉司

定数 227 250 273 315 ―

政令基準数
（人口・相談件数に基づく）

223
（人口6万人に１人）

276
（人口5万人に１人）

297
（人口5万人に１人）

372
（人口4万人に１人）

491
（人口3万人に１人）

児童
心理司

定数 91 104 117 141 ―

政令基準数
（児童福祉司2人に1人） 112 138 149 186 248



53 
 

＜今後の方向性＞ 

○ 特別区の児童相談所設置状況を踏まえながら、児童福祉司・児童心理司の

更なる増員を図るとともに、児童福祉司の採用に当たり、児童福祉に関する

職務等で培った専門的な知識や経験を有する人材を一定期間任用する任期付

職員制度や、民間経験者等を採用するキャリア活用採用制度など、多様な採

用方法により人材を確保します。 

 

○ また、児童福祉司等の業務を補助する職員の配置や必要な業務の精査、テ

レビ会議システムの設置、モバイル端末の児童相談所への配備等により、事

務負担の軽減を図るとともに、児童相談所業務の一部をアウトソーシングす

るなど、民間事業者の活用を図ります。 

 

○ さらに、児童相談所の改築等に合わせた職場環境の改善や、産業医による

面接、共済組合の精神保健相談員による各児童相談所への巡回面談等のメン

タルヘルス支援等により精神的な負担の軽減を図っていきます。 

 

○ 経験の浅い児童福祉司が、判断の難しい事例にも的確な対応ができるよう、

知識や経験が豊富な児童福祉司 OB を活用した個別指導や、実践的な研修な

ど研修プログラムの充実を図るとともに、専門課長の配置を更に進め、スー

パーバイズ機能を強化します。 

 

○ また、子供の最善の利益のため、児童に関わることにやりがいを感じると

ともに、児童と家庭が抱える様々な問題の解決に向け、高い専門性とスキル

を備えた児童福祉司へと成長を促すため、他職種（施設）職員との交流、職

場体験や人事交流、コミュニケーションスキルを学ぶ機会等の充実を図りま

す。 

 

○ 困難な虐待事例における法律上の問題に的確に対応できるよう、非常勤弁

護士や協力弁護士の取組を検証し、日常的に弁護士に相談できる体制の整備

を促進するとともに、弁護士に求める役割の検討や、常勤弁護士の配置につ

いて検討を行います。 

 

○ 虐待を受けた児童等に対する治療指導や、里親に委託されている児童と保

護者の再統合に向けた取組、虐待ケース等で法医学の見地から意見し診断を

行う協力医師の取組等、医師の活用を引き続き進めていきます。 
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○ 関係機関の情報共有や連携の在り方、再発防止に向けた具体的な取組など

の重大な児童虐待事例の検証結果について、児童相談所職員への研修やＯＪ

Ｔ等を通して、ケースワークに活かすよう徹底を図るとともに、関係機関へ

の周知徹底を図ります。 

 

○ 里親を支援するため、児童相談所を含む関係機関が密にコミュニケーショ

ンをとりながら、引き続きチーム養育体制の強化を図っていきます。〔再掲〕 

 

＜評価のための指標＞ 

区 分 直近値 

１ 児童福祉司数 315 人 （令和元年度） 

２ 児童心理司数 141 人 （令和元年度） 

３ 児童福祉司一人当たりの虐待相談受理件数 63.2 件 （平成 30 年度）
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コラム 児童福祉司に聞く 

 児童福祉司は、児童や保護者などから児童の福祉に関する相

談に応じ、必要な調査、区市町村の関係機関、里親、施設等と

のやりとり、児童や保護者への支援や指導等を行うなど、児童

の健やかな成長や自立に向け、様々な役割を担っています。 

そこで、児童福祉司が、実際どのような仕事をしているのか、

児童福祉司に伺いました。 
 

   （所 属）東京都児童相談センター  

（氏 名）久井 里紗（8 年目）   

【児童福祉司になった経緯】 

 中学生の頃、子供の非行問題の報道で関心を持ち、社会福祉学科のある大学

に進学しました。大学で学び、ボランティアで社会的養護のもと生活している

子供たちと接する中で、虐待や非行などの相談に応じ子供たちを援助していく

児童相談所の仕事に就きたいと思うようになり、児童福祉司を目指しました。
 

【現在の仕事】 

 自らが行う社会調査とあわせ、児童心理司が行う心理診断、医師が行う医学

診断、一時保護所職員が行う行動診断等を総合的に判断して、児童の支援内容

を決定するとともに、こうした専門スタッフによる支援をコーディネートしな

がら子供とその家庭を援助していく仕事に携わっています。 
 

【苦労したこと・やりがい】 

 児童虐待のケースで保護者と面接した際、保護者も養育に苦労をしている

分、「しつけとして当然のこと」と言われ、認識を変えることが難しいときが

ありました。理解を頂くまで、繰り返し子供の状態や想いを伝えました。 

また、お話したことを実践した保護者から「うまくいきました。ありがとう

ございました」と良い報告を頂いたり、児童の児童養護施設の卒園式に出席し、

成長を感じたりした時に、やりがいを感じます。 
 

【同僚や上司、関係者とのコミュニケーション】 

 都の児童相談所はチーム制を取り、一定数の児童福祉司で、同じ地区を担当

しています。また、児童虐待に特化して対応する児童福祉司もいます。それぞ

れ多くの担当ケースを抱えていますが、困ったことや分からないことは他の職

種や上司も含め声をかけ相談し合い、一人で抱え込まないようにしています。

関係機関とも、訪問や会議等を通して顔が見える関係を作り、互いの意見や、

各機関の強みを尊重して協働できるよう、連絡を取り合っています。 

 引き続き、援助の難しい子供や保護者とのコミュニケーション

の取り方などを学んでいくとともに、児童福祉施設や里親、それ

を支援する地域の関係機関など多職種連携ができるよう、互いを

理解し合うような学びの場にも参加していきたいと思います。 
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（２） 中核市・特別区の児童相談所設置に向けた取組 

 

＜背景と経緯＞ 

○ 児童相談所は、児童福祉法により、都道府県（指定都市を含む）に設置が

義務づけられています。 

 

○ 平成 16 年の児童福祉法改正により、市も政令で個別に指定を受けること

で、児童相談所を設置することが可能になりました。 

 

○ また、平成 28 年の児童福祉法改正では、特別区も政令で個別に指定を受

けることで、児童相談所を設置することが可能になりました。 

 

○ 都はこれまでに、児童相談所の設置を計画する区と、個別に児童相談所設

置計画案の確認作業を実施してきました。 

また、市区の派遣研修職員を児童相談所に受け入れているほか、児童相談行

政について市区の職員の理解が深まるよう、虐待相談や非行相談等に関する勉

強会を開催するなど、児童相談所設置に向けた取組を支援してきました。 

 

＜現状と課題＞ 

○ 児童相談所を設置するには、虐待や非行、障害相談など、あらゆる相談に

対応するとともに、一時保護や施設入所等の法的対応、情緒的な問題を抱え

た児童のケアなど、困難な事案にも対応できる専門人材の確保・育成が不可

欠です。 

 

○ 児童相談所の設置に向けては、開設までのスケジュールや施設整備、職員

の体制、夜間・休日の対応など、具体的な計画を策定した上で、準備を進め

ることが必要です。 

 

○ 一時保護所や児童養護施設等への入所に当たっては、虐待をした保護者と

の距離的な隔離や非行児童の入所施設の分散、感染症の拡大防止などを図る

ため、行政区域を超えた広域調整が必要です。 

 

○ 虐待対応を行っている家庭が転居した際など、都と市区の児童相談所間で

の的確な引継ぎや連携、円滑な情報共有が必要です。 
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＜今後の方向性＞ 

○ 市区から児童相談所への派遣研修の受入れや勉強会の実施により、市区の

職員の人材育成等に協力していきます。 

 

○ 児童相談所の設置を計画している市区からの求めに応じ、個別に児童相談

所設置計画案の確認作業を実施していきます。 

 

○ 虐待を受けた児童等を保護する際に、都と市区がそれぞれ所管する一時保

護所や児童養護施設等を広域で利用していきます。 

 

○ 都と市区間で実務者会議の合同開催や LGWAN ネットワークなどの活用に

より、都と市区の児童相談所間で情報共有を図ります。 

 

 

＜評価のための指標＞ 

区 分 直近値 

１ 中核市・特別区からの派遣研修受入人数 76 人 （令和元年度）
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５ 一時保護児童への支援体制の強化 

 

＜背景と経緯＞ 

○ 平成 28 年の児童福祉法改正により、一時保護は、児童の安全を迅速に確

保し適切な保護を図るため（緊急一時保護）、又は児童の状況を把握するため

（アセスメントのための保護）に行うものであることが明確化されました。 

 

○ また、「新しい社会的養育ビジョン」では、一時保護に当たり、児童の意見

を尊重するため、児童の意向を確認し、納得が得られるよう、説明に尽力す

る必要がある一方で、児童の安全確保のため必要と認められる場合には、児

童や保護者の同意を得なくても一時保護を行う必要があるとされました。 

 

○ ただし、一時保護は、児童を一時的にその養育環境から切り離す行為であ

り、児童にとっては、養育環境の急激な変化を伴う、精神的な危機的状況を

もたらす可能性が高いものであることから、子供の権利擁護が図られ、安全・

安心な環境で適切なケアが提供されることが不可欠とされています。 

 

○ 都は、平成 27 年度から一時保護所の適正な運営や、施設運営の透明化を

図るため、外部機関からの評価を受審しています。 

 

○ また、評価結果を踏まえ、平成 30 年度から、一時保護中の児童の相談対

応に社会性や客観性を確保し、児童の立場や状況に配慮した適切な対応を推

進するため、一時保護所入所児童が意見表明できる窓口として、第三者委員

制度を導入しています。 

 

○ 平成 30 年７月、国は、一時保護を適切に行い、実効ある見直しを進める

ことを目的に「一時保護ガイドライン」を発表しました。都はそれを受け、

一時保護要領を作成するとともに、一時保護所職員としての基本姿勢や児童

への援助方法等を具体的に定めた運営の手引きを併せて改正します。 

 

＜現状と課題＞ 

○ 都はこれまで、一時保護所の定員を拡大してきましたが、相談件数の増加

に伴い、定員を上回る入所状況が常態化しており、高まる一時保護の需要に

更なる対応が必要です。 

 

○ 国は、一時保護所の職員配置については、児童養護施設の基準を準用する

こととしています。都では、一時保護所の職員を国の規定より厚く配置し、
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令和元年度には専門職を 16 名増員するとともに、職員の補助業務を行う非

常勤職員も配置しています。しかしながら、児童の入退所が日常的にある上、

児童の状況が複雑化・深刻化している中で、一人ひとりの児童の状況に応じ

た適切な支援の確保に配慮し、子供の権利擁護を図り、安全・安心な環境で

生活できるよう、一時保護所独自の職員配置基準の設定や、生活面・心理面

での個別ケアの強化が必要です。 

 

○ 一時保護された児童の権利擁護を図るため、一時保護に当たっては、子供

の意見表明権の保障や行動制限を必要最小限とすることなどの統一的な取組

が必要です。 

 

＜今後の方向性＞ 

○ 今後の一時保護の需要や、特別区の児童相談所設置状況等を踏まえ、必要

な一時保護所の定員を確保していきます。 

また、保護が必要な児童を確実に一時保護できるよう、施設や養育家庭への

一時保護委託の積極的な活用を図るため、一時保護委託に関するガイドライン

作成の検討を行います。 

 

○ 子供の権利が尊重され安心した生活ができるよう、児童の年齢等に応じて、

大人との信頼関係の構築や医学的・心理学的知見を活用したアセスメントの

強化を図り、一人ひとりの児童への日常的な支援を充実していきます。また、

一時保護所の改築等に合わせ、児童の年齢等に応じた個別対応環境の整備を

推進していきます。 

 

〇 児童養護施設等の配置基準よりも手厚い、一時保護所の職員配置基準の設

定を国に提案要求していくほか、児童の行動や反応から、児童が抱える問題

を理解するアセスメント力や子供の見立てなど、職員一人ひとりのスキルを

向上させていきます。 

 

○ 児童の権利擁護を図るため、一時保護所の運営の手引きを改正し、職員へ

の研修等を通じて、一時保護の理念や対応方法等について、職員への浸透を

図ります。 

 

○ また、引き続き、一時保護所において外部評価を受審するほか、公平・中

立的な立場にある第三者委員が、児童から相談を受け、児童相談所へ助言を

行っていきます。 

 



60 
 

○ さらに、一時保護中の児童に対して、児童の権利や困ったときの相談方法

などについて、リーフレット等を通じて周知を図るほか、児童の声を聴くた

めの意見箱を設置して、児童の意見を受け止める取組を推進していきます。 

 

＜評価のための指標＞ 

区 分 直近値 

１ 一時保護所での新規保護人数 2,141 人 （平成 30 年度）

２ 一時保護委託での新規保護人数 1,268 人 （平成 30 年度）

３ 一時保護所における平均入所率 114.9％ （平成 30 年度）

４ 児童一人当たり平均保護日数 40.8 日 （平成 30 年度）
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６ 子供・子育て家庭を支えるための取組 

 

（１） 当事者である子供の権利擁護の取組 

 

＜背景と経緯＞ 

○ 子供への虐待、いじめ、体罰等の権利侵害の問題が生じている中で、都は、

子供の権利に関する専門的な相談と権利侵害に具体的に対応するため、「子供

の権利擁護専門相談事業」を平成 16 年度から実施しています。 

 

○ 「子供の権利擁護専門相談事業」では、子供からの悩みや訴えを、フリー

ダイヤルにより直接受けることに加えて、施設等で生活している児童につい

ては、はがき等でも相談を受け付けています。深刻な相談の場合には、弁護

士などで構成する「子供の権利擁護専門員」が調査を行い、中立的な第三者

としての立場から、必要な助言や調整活動を行っています。 

 

○ また、児童養護施設や一時保護所などにおいては、子供の意見表明権の保

障として、第三者委員制度などを活用し、子供の年齢や発達の程度に応じて

意見を聴取しています。 

 

○ 平成 28 年の児童福祉法改正により、子供自身の権利を擁護するため、児

童福祉審議会において、必要と認めるときは、子供等から意見を聴くことが

できる旨の規定が定められました。 

 

① 子供から意見を酌み取る方策・子供の権利を代弁する方策   

 

＜現状と課題＞ 

○ 都は、毎年、学校を通じて、都内小学４年生、中学１年生及び高校１年生

に、「子供の権利擁護専門相談事業」周知カードを配布していますが、子供の

権利擁護に関する制度が子供たちに十分に伝わっているか懸念があります。 

 

○ 児童養護施設などに入所する児童や里親・ファミリーホーム等に委託にな

る児童に「子供の権利ノート」を、一時保護所に入所する児童にリーフレッ

トを配布して、担当児童福祉司が子供の権利や第三者への相談方法について

説明を行っています。説明に当たっては、日々の生活や自分の将来などにつ

いて相談できることや、意見を表明する権利について理解を深めるとともに、

相談窓口について十分に周知することが必要です。 
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○ 児童養護施設や一時保護所における第三者委員制度などのより効果的な活

用を含め、児童相談所が関与している児童が意見表明できる機会を確保して

いくことが必要です。 

 

○ 今後、一層委託を推進していく、養育家庭やファミリーホームで生活する

児童に対しても、相談窓口の周知や、悩みや訴えの早期把握が必要です。 

 

＜今後の方向性＞ 

○ 「子供の権利擁護専門相談事業」について、学校における効果的な周知方

法の検討や学校以外の子供の居場所への周知カードの配布など、周知方法を

工夫、検討していきます。 

 

○ 引き続き、「子供の権利ノート」の配布の際に、担当する児童福祉司が子供

の権利について説明するとともに、定期的に児童に説明する機会を設け、繰

り返し周知することで、相談窓口の積極的な活用を推進していきます。 

 

○ 第三者委員制度などを効果的に活用している施設などの取組事例について、

研修の機会などを通じて紹介し、施設職員等の児童の意見表明権に対する理

解を深めるとともに、制度や仕組みを有効に活用し、児童の意見を酌み取る

取組を促進していきます。 

 

○ 里親等委託の促進にあわせ、養育家庭などに委託されている子供の権利擁

護や意見表明に関するアウトリーチ型支援を検討します。 

 

○ 児童相談所が関与する児童の意見表明を支援する方策として、国の検討の

動向を踏まえ、「子供アドボケイト（意見表明支援員）」の仕組みの導入に取

り組みます。 

特に、「子供アドボケイト」には、社会的養育についての理解に加え、児童

との信頼関係を築きつつ、子供の思いを受け止めて意見形成を支援し、意見表

明に向けたエンパワメントを行い、場合によっては、児童の意向を適切に代弁

する役割が求められます。また、児童の意向が揺れ動くことを念頭に、継続的

に支援していくことが必要です。そのため、「子供アドボケイト」を担う人材

の確保・育成策については、専門家の意見も聞きながら検討を進めます。 
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② 児童福祉審議会の活用   

 

＜現状と課題＞ 

○ 「新しい社会的養育ビジョン」において、児童福祉審議会における子供の

権利擁護の審査機能、体制整備の必要性について明記されました。 

 児童相談所長が特に困難なケースについて必要と判断した場合には、児童福

祉審議会に諮問することができますが、児童等からの申し出があったときに、

児童福祉審議会を活用する仕組みが必要です。 

 

＜今後の方向性＞ 

○ 児童の措置について、関係機関等の認識が児童相談所長の判断と異なり、

児童相談所を含めた地域の関係機関等による協議を重ねてもなお認識に隔た

りがあって、子供の権利擁護の観点から第三者による審議が必要であると認

められる場合において、児童福祉審議会を活用するための仕組みを構築しま

す。 

 

○ 児童福祉審議会の更なる活用に向け、児童の意向が児童相談所長の判断と

一致しないなどの場合に、子供の権利擁護専門相談事業による諮問のほか、

児童がアドボケイトを活用して児童福祉審議会に申し出ることなども想定し、

具体的な手続きや運用方法について検討していきます。 

  



64 
 

コラム 「子供の権利擁護専門員」の活動 
 

「子供の権利擁護専門相談事業」では、児童自身から、いじめや体罰、虐

待の訴えなど、子供の権利侵害に関する相談を受け付けています。 

電話やはがきによる児童からの

訴えを受け、必要に応じて、弁護士

や福祉関係者などで構成する「子供

の権利擁護専門員」が、施設や学校

等での生活の中で、児童の権利が守

られているか、児童との面接や事実

関係の調査を行います。 

また、専門員は月１回、会議を開

き、それぞれの相談について、児童

との面接や調査の結果から、今後ど

のように対応すべきか検討します。   

会議で検討した方針をもとに、施設や学校、地域、家庭への助言や調整を

行って、問題解決を図るために活動していきます。 
 

【子供の権利擁護専門員の活動事例】 

「自分たちの希望を、一方的に駄目と言うだけで説明してくれない」 

児童養護施設で生活する児童から、このような内容のはがきが届いたこと

を受け、専門員は、施設を訪問して、施設長や職員から事情の聴取を始めま

した。また、はがきを送ってくれた児童とも面談し、思いを十分に聞き取っ

た上で、現在の問題点を整理し、児童の希望をどのように実現するか話し合

いました。両者から話を聞き、児童と職員の間に話し合いの場や時間が少な

く、互いの考え方に誤解やすれ違いが生じていることが分かりました。そこ

で、専門員と施設職員、児童で話し合いの場を持ちました。その結果、職員

は自分たちの至らない点を児童に謝罪し、児童は職員への態度を改める事を

約束しました。 
 

専門員は、児童の抱える辛さを少しでも

軽減できるよう、児童に寄り添って、悩み

を丁寧に聞き取るように努めています。 

また、粘り強く活動することで、児童が

少しでも励まされ、関係機関が子供に寄り

添った適切な対応を講じてくれると信じ、

日々、活動しています。       

 

写真：会議のようす 

写真：面接のイメージ 
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（２） 区市町村の子供・子育て支援体制の構築に向けた取組 

 

＜背景と経緯＞ 

○ 近年の急速な共働きの増加や育児不安の訴えの増加など、社会状況の変化

に伴い、在宅で生活している子供や家庭に対して、社会による養育支援が求

められています。 

 

○ 具体的には、子供の権利、ニーズを優先し、家庭のニーズも考慮して全て

の子供と家庭を支援するため、子育て世代包括支援センターや区市町村子ど

も家庭総合支援拠点（都は、「子供家庭支援センター」として事業運営）の普

及を図るなど、区市町村におけるソーシャルワーク体制の構築と支援メニュ

ーの充実が求められます。 

 

○ 子育て用品等の配布をきっかけに、全ての妊婦との面接や支援を要する家

庭へのきめ細かな支援を実施する「ゆりかご・とうきょう事業」により、妊

娠期から子育て期にわたる切れ目ない支援体制を構築する区市町村を支援し

ています。 

 

○ 母子生活支援施設においては、DV や虐待の未然防止や、地域において様々

な理由で支援を必要とする母子家庭への適切な支援を提供する役割が求めら

れています。 

 

＜現状と課題＞ 

○ 妊娠期から子育て期にわたるまで切れ目なく、妊娠・出産・育児に関する

相談に応じ、必要な情報提供・助言・指導や、支援の引継ぎ及び連携が行わ

れることが必要です。 

 

○ 区市町村の子供家庭支援センターにおいては、子供や子育て家庭のあらゆ

る相談に応じ、ニーズに応じた養育支援を行っていますが、経験の浅い職員

が少なくないことや、子供や家庭の早期支援に向けた関係機関との関係の構

築、共働き世帯の増加等に伴う相談体制の拡充が課題となっています。 

 

○ 保護者が病気、出産等で一時的に児童を養育できないときに一定期間養育

を行うショートステイについて、事前の予約制であることから、当日の受入

れが不可能な場合があります。 

 

○ 虐待の恐れやそのリスクが高いなどの理由で集中的な在宅支援が必要な家
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庭に対して、保護者の心身の安定と育児への負担感の軽減を図るケアの充実

など、確実に支援を届けることが求められます。   

 

○ 子育て家庭が抱える様々な課題に的確に対応するため、子供家庭支援に携

わる人材の育成が必要です。 

 

○ 母子生活支援施設に入所している母子は、ＤＶや虐待等、様々な課題を有

しており、また、複雑化する傾向にあります。住居支援や一般的な生活支援

に留まらない、養育支援や心理ケア等の専門的な支援、母、子それぞれのニ

ーズを踏まえた多面的な支援が必要とされています。 

 

＜今後の方向性＞ 

○ 在宅で生活している子供や家庭への支援を充実するため、引き続き、区市

町村における専門職の配置と資質向上を支援していくとともに、必要に応じ

て母子保健施策、子供・子育て支援施策、子供の貧困対策、障害児支援施策、

教育施策（学校教育、家庭教育、その他の地域における取組など）及び、親

への精神保健施策や障害者施策、生活困窮者支援などの施策に適切につなぎ、

多様なニーズに対応した切れ目のない支援を強化していきます。 

 

○ 平成 27 年度から取り組んできた「ゆりかご・とうきょう事業」を再編し、

「とうきょうママパパ応援事業」として、産後の支援の更なる充実を図ると

ともに、１歳の誕生日を目安に、子育て支援の情報提供や各家庭の状況把握

を行う新たな機会の提供などを支援します。また、多胎児を育てる家庭に対

する移動支援や家事育児支援を行っていきます。 

 

○ さらに、「とうきょうママパパ応援事業」の実施に当たって、母子保健サー

ビスと子育て支援サービスの一体的な提供を目的とする「子育て世代包括支

援センター」の実施を要件とすることで、妊娠・出産・子育ての切れ目ない

支援体制を強化していきます。 

 

○ 経験豊富な虐待対策ワーカーの配置の支援や、要保護児童対策地域協議会

を必要な時に円滑に開催するための事務支援、平日夕方以降や休日の相談体

制の確保に向けた支援を通じて、子供家庭支援センターの体制強化を推進し

ていきます。 

 

○ ショートステイを利用する際の当日受け入れを可能とする利用枠の確保や、

協力家庭を活用した預かり先の確保により、利用者のニーズに応じた体制を
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整備する区市町村を支援していきます。 

 

○ 保護者に強い育児疲れや育児不安がある場合や、不適切な養育状態にある

家庭など虐待の恐れやそのリスク等が見られる場合に、身近な地域の児童養

護施設など、適切に児童を養育することができる施設で、一定期間、保護者

の負担なく、児童を養育するショートステイを実施できるよう、区市町村を

支援していきます。 

 

○ 子供家庭支援センター、子育てひろば、地域における子育て支援相談業務

等に携わる職員を対象に、施設見学や演習、児童相談所と合同の研修など、

専門性の向上に向けた研修を引き続き実施するとともに、児童虐待やＤＶに

関わる施設等の職員の知見を研修内容に生かし、子育て支援の質の向上を図

っていきます。 

 

○ 母子生活支援施設に入所した母子の退所後の生活も見据え、関係機関と連

携しながら、それぞれのニーズに応じた自立を支援していきます。 

また、地域の見守りが必要な母子等を対象に、施設の支援力を活用し、短期

入所支援等を行う区市町村を支援していきます。 
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コラム 地域の子育て家庭が集まる「子育てひろば」 

０～３歳児を中心とした乳幼児とその保

護者が、一緒に遊んで過ごせる「子育てひ

ろば」は、都内に約 900 か所あります。 

ひろばは、地域の遊び場の役割のほかに、

子育て家庭が抱える心配や困りごとを支援

につなげる役割もあります。ひろばを通じ

て子育て家庭をどのように支援につなげる

のか、先進的な取組を紹介します。 
 

世田谷区にある子育てひろば「おでかけひろば ぶりっじ@roka」では、マ

ンション１階の一室を活用し、おもちゃや絵本を楽しめるほか、赤ちゃんのあ

やし方講座やダンス体験など、親子が参加しやすい様々なプログラムを開催し

ており、地域の多くの子育て家庭やプレママ、プレパパが集まっています。 
 

【イベントはみんなが担当】 

ひろばのことを子育て家庭に適切に周

知し、来所に結びつけることは大きな課

題です。そこで、ひろばの職員が、児童

館や保健所のプログラム、保育園の説明

会など、子育て家庭とつながる様々な機

会に出向き、参加を働きかけています。 

また、既に参加したことのある家庭に

は、例えば、妊婦さん向けの講座に、先

輩ママとして参加を呼びかけるなど、運 

営側の役割を担ってもらい、更なる参加を働きかけています。支援されるだ

けでなく支援する側になることで、参加しやすくなるとのことです。 
 

【困難に直面する前からつながっておくことの大切さ】 

プログラム等を通じてつながった家庭には、ひろばに来てもらえるよう、定

期的にお便りや SNS、メルマガ等から情報発信し、つながりを保ちます。 

大事なのは、「困ったときは、ひろばに聞けば良い」という安心感を家庭に

与えること、困難に直面する前に、信頼関係を築いておくこと。お母さんが復

職した後は、仕事と子育ての両立で忙しくなるため、妊娠・出産期から休職期

間までにつながっておくことが重要とのことです。 

今の課題は、妊婦や転居してきた家族といかに早くつながるか。地域の保健

師や保育園、幼稚園などとの連携を深め、情報の共有に努めていきます。 
 

都は、家庭の孤立化を防ぎ、支援を必要とする家庭を早期に支援につなげら

れるよう、子育てひろばの拡充を図ります。 

 

写真：ぶりっじ＠roka から提供 

写真：たくさんのプログラムのお知らせ 
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７ 計画の進捗管理と見直し 

 

○ 本計画に掲載した児童数の推計結果や、数値目標・評価のための指標、事

業の進捗状況については、毎年度、「東京都児童福祉審議会」に報告するとと

もに、都のホームページ等で公表します。 

 

○ 「東京都子供・子育て支援総合計画（第 2 期）」の中間の見直し（令和４年

度）に合わせて、それぞれの取組の成果や社会状況等の変化を踏まえ、計画

の内容を再点検します。 

 

〇 本計画の中間年（令和 6 年度）を目安として、必要に応じ、計画の見直し

を行って、取組の促進を図ります。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

裏表紙絵：「体罰などによらない子育て」 

 

子供を叩いたり、どなったりすること

は、子供の脳に深刻な影響を及ぼします。

都は、「体罰は×（バツ）叩かない、ど

ならない宣言」をキャッチフレーズとし

て、「東京都子供への虐待の防止等に関す

る条例」で定める、保護者による体罰など

の禁止を、広く都民に発信しています。 



  



 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 


